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	ただ今から、令和8年度第3回丸亀市自治推進委員会を開会いたします。

＜資料の確認＞
本日の会議は、委員総数が14名中、現在9名の出席があり、あと2名については、遅れての参加となります。丸亀市の附属機関設置条例の規定に基づきまして、会議は有効に成立しておりますことをご報告いたします。

本日の議事は、丸亀市自治基本条例についての検証でして、本日は第4章から第7章の検証、その他となっております。

第4章から第7章の検証について、ワークシートであらかじめ皆さんから提出していただいているご意見等を確認していきます。9条からですね。
9条「市長の責務」に関しては委員から改正等のご意見はいただいておりません。9条で何か今、ご意見等ある方いらっしゃいますか。
＜意見なし＞
次の10条「他の執行機関の責務」についても特にご意見いただいておりません。
次の11条「職員の責務」について改正というご意見を1ついただいております。

業務遂行における創意工夫に努め、の文言で何に対して創意工夫をするのか具体的なことを書いたほうがいいのではというご意見です。

職員は、職務の遂行に必要な知識や技術等の～から始まって、そのあとの能力開発。

これが1つ目で、及び自己啓発。それが2つ目、を行うとともに創意工夫に努めなければならないと書かれているので、これは3つ目。この3つが前の職務の遂行に必要な知識や技術等にかかっていると思います。ですので、改正の案だと、同じ文言が2つ続くイメージになってしまうので変えなくてよいと思いました。
職務遂行にという文言が、後ろの文言に全部かかってくると読めば、特段不自然ではない、というご意見ということでよろしいでしょうか。
続きまして第5章です。ここはコミュニティ活動と市民公益活動です。条文で言うと12条13条です。

12条で、改正のご意見があります。自主的な地区における活動のところですが、これは、自主的な活動のみを尊重するととらえられかねないので、自主的ではない地区の活動は尊重しなくてもよいのか、とならないか。というご意見です。
大体、基本属性みたいなものは、想定されていますので、私は無理にそこまで厳密に詰める必要はないと思います。
条文と解釈について、維持のままでいいと思います。地域、地域活動などについて意見を言ってもよろしいでしょうか。

改正や改善の話よりも、第5章のコミュニティ活動、市民公益活動と自治会との関係など、この類の問題について皆さんのご意見をちょうだいしたい。改正や改善に関しては、維持でよろしいかと思います。コミュニティ等の議論については、この後時間をとって、或いは今回時間がないということであれば、次回に、時間を取って皆さんのご意見を伺いたいと思っていますが、かまわないでしょうか。
まずは、条例の改正と逐条解説の改善等に関しての話を先にすませましょうか。
第5章が13条で市民公益活動についてです。これについてもご提案してくれた方が今いませんので提案内容は各自お読みください。2つの文章のつながりが曖昧だという提案のようですね。委員の皆様に確認しますが、13条に関しては、修正改正したほうがよいとお考えの方、今、いらっしゃいますか。
＜意見なし＞
次に、第6章です。情報の共有のところです。まず14条について、改正のご意見が出ております。今まで条文がありませんでしたが、新しく第6章に危機管理の章を設ける改正のご意見です。14条は、それに伴って、条ずれするということです。
これは、新しく条文を作り込むという意見ですので、後回しにして、後でしっかり議論するということでお願いいたします。

次に15条です。ここは、個人情報の保護に関する規定についてです。

条ずれの改正案とは別に、改善案が出ております。事務局からお願いできますか。
個人情報には、収集した個人情報と職務上知り得た個人情報があり、職務上知り得た情報の中には、個人情報が含まれる場合があると思います。公務員の人ではありませんが、公的な立場の人が、会議などで本人の承諾を得ずに個人情報に抵触するような話が出る場に遭遇することがあります。民間であれ、行政であれ、本人の承諾なく、開示してはいけないと思い、個人情報についての意識付けをしてもらうこと、職務上知りえた情報も個人情報になるという周知も含めて記載したほうがいいというご意見です。
個人情報法ではどうなのかというと、職務上知りえた個人情報及び行政機関が作成した個人情報と2種類あります。2つとも個人情報保護法の保護の対象になる個人情報は、組織共用文書といいます。行政組織内部でみんなで同じデータを使っているということです。改善するのでしたら、法律に合わせた方がいいと思いました。

現状だと、逐条解説には、収集した個人情報とあります。この文言だとどこまで作ったかがわかりにくいですが、法令に合わして職務上知りえた情報と行政機関が独自に作成した個人情報と記載すればいいと思います。
収集した個人情報と職務上知りえた個人情報は、いずれも個人情報という文言でくくられていると思います。その個人情報は、市で管理されていますが、市は市民の基本的人権を守るための個人情報だという意味ですべて網羅されていると思うので改正の必要はないと思います。

個人情報の箇所については、法に合わせて収集した個人情報と職務上知りえた個人情報の2種類を並べた方が、理にかなって明確と思いますが、何かご意見のある方は、いらっしゃいますか。

これは、職員ポリシー的なところの話と思うので、条例上で述べるべき内容か、それとは別に職員ポリシーのところで個人情報の漏洩等は駄目ですよと規定することとは、ちがうと思いました。
もちろん個人情報保護法も、行政機関等の公的部門に関して、職務上知りえた個人情報を外部に流してはならないというのはありますから、書いてあっても問題はないですが。個人情報保護に関して、ここでは収集した個人情報という文言になっていて、収集した個人情報の中に、独自作成した情報も含まれるという理解であれば、文言を修正する必要はないと思います。これに関して何かご意見ございますか。
＜意見なし＞
次に、第7章16条17条で、市民参画及び協働を議論してまいります。

16条は、現行の条文等に関してのご意見は出されていませんが、何か今ご意見等ございましたらお願いします。
＜意見なし＞
では、17条ですが、政策形成及び実施過程への市民の参画、と改正した方がわかりやすくなるのでは。というご意見だと思います。そもそも政策形成が市民の権能ではないということと、逐条解説を併せて読めば、そうは読まずに、「市民の」は、市民にどう参画を保障するのかだと思います。読みやすくなるのはわかりますが、改正しなければならないことはないという印象です。

「市民の」がどこの文言にかかるのかは、私もわかりにくいと感じました。他の条文の改正があるのなら、ついでに改正したらいいと思いますし、他の条文に改正がないのなら、現状のままでいいと思います。
案としては、参画を参加に改正、となっているので、この部分も意図があると思うのですが。
市民生活に重要な影響を持つ条例の改正や計画など作成する際に市民を巻き込むという条文であり、おそらく参画というイメージでしょうか。
この条文の定義上に参画とありますし、参加と参画を区別しているので、ここでは参画の文言になりますよ。
そうですね。タイトルからして、第7章は市民参画及び協働ですので、参画という文言が一番ぴったりですかね。今の参加、参画に関して、ご意見ございますか？
他に17条で何かご意見ございませんか。

＜意見なし＞。

次に第18条、審議会等の運営のところ、現行の条文等に関して、ご意見はないですが何かご意見ございませんか。
＜意見なし＞
次に第19条は住民投票に関わるところですが、住民投票は、議会と執行機関の合意が全くとれないなど危機的な状況に陥ったときの最終手段として据えられるものです。現実的には、使われないように、通常の行政運営を確保していくという方が重要であります。19条に関して、ご意見は出ていませんが、何かございますか。
＜意見なし＞
次の第20条協働ですが、条文では、お互いの対等な立場でという文言ですが、協働条例や協働計画の中にパートナーシップという文言を使用しています。そういう文言が入ることは、すごくいいと思いました。また、逐条解説の下3行の文章について、
第2次協働推進計画の作成時の答申書にあった「協働は地域課題を解決するための手段であって目的ではない。」すごくここが大事な文章だと思っています。協働することが目的ではなくて、協働で行う方がより成果を上げられると考える場合の手段という協働の基本原則的な文言を入れた方が良いと思い提案しました。
協働自体が目的ではなく、協働すれば何でもいいのではなく、何をもって協働の成果なのか、なぜ協働が必要なのかというところでしょうか。

協働の原則などは、計画や協働の条例できっちりと具体的に書かれているので、自治基本条例では、書く必要がないと思います。私は、この最後の3行は、書かなくてもいいと思いますね。委員の皆様、関連して何かご意見あればお願いします。
解説の中の2段目のところに「協働」という考え方は、示されています。具体的な事例で書いていると思うので、あってもいいと思いますが。
僕は、この文章があった方が解説的な感じになっていいと思います。

前田委員から、20条の逐条解説の一番上、少子高齢化の到来の文言のところで、到来という文言が季節がめぐってきたというイメージに感じるので省くことと、少子高齢化は、そう言われてかなりの時間が経っており、今の言い方より、少子化や超高齢化社会という文言がいいと思い改善案をだしたとのご意見をいただいてます。

「少子高齢化社会」ということと、「少子化、超高齢化社会」というのは、同じと思うので、変える必要ないと思いますね。
言葉的なところで、「高齢化社会」と「超高齢化社会」は、度合い、意味合いが違いますので、提案者の問題意識は、その点かなと思います。確か、高齢化社会には高齢者人口の割合による定義があったと思います。現在は当時よりも高齢化がさらに進み、超高齢社会と言われておりますので、時代に合った表現かで考えると、「超高齢社会」という文言を用いた方がよいと思いました。

少子高齢化とは、固まったワードみたいになっていますよね。

高齢化のワードの中にはもちろん、少し前からの高齢化と今の超高化も含んでの高齢化社会で、超高齢化社会が高齢化社会ではないことでもないと思います。ですから、少子高齢化というと全部現状をくるめたイメージのワードかもしれませんので、変更なしでいいと思いますが。改善に2名になっていますが、池永委員を入れて、3名というところでいいでしょうか。
＜意見なし＞
次に、20条2項に関してはご意見をいただいてはおりませんが、何か他に20条に関連してご意見等ございますか。

＜意見なし＞
次に、21条で自治推進委員会の設置に関連する条項ですが、委員からの意見は出ていません。何か21条関係について意見は、ありますか。
＜意見なし＞
次に、保留にしていた第6章、危機管理の部分、今までなかった項目です。提案者の方、補足説明等ありましたらお願いします。

危機管理については、第1回の会議の中で、皆さんの合意があったかどうかは別にして必要だろうというご意見がでたと思いますので、氷見市の自治基本条例の危機管理の項をそのまま持ってきています。

概要は、1つに危機管理に対応するための計画を作成しましょうということ、2つに市民は、自助、共助、公助のところで明確に自助が大事ですということです。市民は、危機になったときには行政に頼ることなく、みずからの身はみずからで守りましょうということが明確に書かれているので、こういう文言が基本条例にあってもいいのではないかと思い提案しました。文言についても自治基本条例に入れるのか入れないのかも含め、諮問としてこれを上げるのなら、議論をしていただきたいと思います。

最初の会議の時に自治基本条例に今までなかった危機管理条項的なものを入れる自治体も幾つかありますという話ですね。他の自治体で条項を入れているところもありますが、もちろん入れていないところもあります。皆さん、第6章新しい章で
危機管理に関する条項を設けて、危機管理のセクションを入れ込んで条項を設けるのかどうなのかご意見お願いいたします。

おそらく、その時の会議で、自治基本条例ではない他の条例や計画などで、危機管理に関して述べられているものがあるよねという意見が出たと思います。そこと重複してしまっては困るだろうから、整理をしたほうがいいと思います。どちらで述べた方が適切かという比較検討して、その結果必要だとなれば入れたらいいのではないでしょうか。
行政の基本義務みたいなイメージがあると同時に、少子化とか高齢化など個別政策の問題としてとらえるべきなど両方のイメージがあると思います。ですので、行政の基本、任務となれば、自治基本条例中に書かれていてもおかしくはないと思います。

では、どちらなのかというと、例えば、総合計画の中に柱があって、「安心安全のまちづくり」がありますし、もちろん、防災に関する細かな仕組みもものすごくあります。
防災に関してだと、災害対策基本法に基づいて、地域防災計画が立てられます。丸亀市は、地域防災計画は、相当細かく定められています。災害だけでなく、他にもいろんなことが、条例や規則や計画などに書いています。

主には自然災害を念頭に置かれることが多いと思いますが、それだけではなくて、海外からの攻撃など、いわゆる国民保護法に関する、丸亀市も国民保護に関する計画を作っております。コロナなどの感染症も危機管理の中に入っていて、丸亀市もやはり新感染症に対する計画を策定していますし、もちろん、法律もちゃんとあります。
大体のものが、法律に基づいて作られていて、防災をとりあげると関係する法令など、ものすごい数があります。

丸亀市においても、計画等がすでに策定されていますので、個別政策に関わるものに関しては、総合計画の中で位置づけ、自治基本条例の24条に丸亀市は総合計画に基づいて進めていくという条文があります。自治基本条例には、例えばパブリックコメントを行うなどの市民参画、市民が意見を述べる機会を設ける。みたいな基本的な合意の作り方やまちづくりの基本的な設計について書かれている。個別部分は、総合計画或いは、個別の計画などにゆだねたほうがすっきりするイメージです。委員の皆様で、何かご意見ありますでしょうか。
おかげさまで香川県は、自然災害などほとんどなく、私たち暮らしています。でも熊本地震や千葉や能登での災害の様子などを見たときに、本当にどうするべきか心が痛むし、明日は我が身、そこは背中合わせだなと思っています。

私は、保育所で長く勤めまして、危機管理に関しては、地震や火災などの避難訓練は月に1度は行っていましたし、とても大事なことだと思っています。ですので、私は、総合計画で、謳われていても別のものと重複しても、条文として入れたらいいという意見です。先ほど、会長が言った個人情報のところ、保護法はありますが、自治基本条例にも載っていますよね。だから、今の時代に大事なことは、一体何かと考えたときに、自然には逆らえないところがあるので、私たちが、安全、安心で暮らすためには、自分たちがどう行動するべきか、自分たちの命を守るためは、何が大事なのかを考えた時に危機管理は、重複しても構わない、必要だと思いました。
重要なことは何度も別のところでも重複して全然構わないですし、重要な基本的な自治体の責務だということで、自治基本条例に入れ込むというのも、十分あり得る選択ですし、そういう選択を取った自治体も実際にあります。第三次総合計画の柱に基本施策の9防災危機管理体制の強化というタイトルがありますね。こういう形で、基本計画が総合計画の中に組み込まれています。私は、こちらに書かれていれば、こちらでも十分だと思いますね。

丸亀市総合計画について、自治基本条例との上下関係は、どのような位置付けになるのでしょうか。

自治体の自治基本条例というのは自治体の憲法ですから、これ以上上の条例はありませんので、基本的に総合計画も中身は、上位の基本条例に基づいています。
上位概念が、自治基本条例に入っていないのであれば、後付けにはなりますが、入れるべきと思いますが。
総合計画の5本の柱の中、危機管理は、基本方針3で安心して暮らせるまちの中に入っています。安心して暮らせるまちのそのあとの解説としては、良好な、生活環境を確保する都市施設の整備を進めるとともに、公共交通や空き家対策といった身近な暮らしの中の不安解消を目指す。また、防災、減災、生活安全、消防救急など、市民の生命と財産を守る仕組みを強化しますというのが基本方針となっております。

総合計画の基本方針の中には、危機管理という文言もありますし、その体制の強化の概念も入っていますが、危機管理とは、発生以降にまちをどう立て直していくかとか、具体的にどう対応していくかということだと思うので、どう行動するのかの計画は必要でしょう。市民の心構えも自治基本条例以外のところでも書いておくべきだと思います。
危機管理については、今現在地域防災計画、国民保護計画など、丸亀市でも資料のとおりいろいろな計画を立てて、実施、取組をしております。地域防災計画の中に、梶谷委員から提案があった責務や目的なども細かく載っています。丸亀市は、計画をもとに様々な対応をしています。
この地域防災計画は、災害対策基本法に基づいて作るように義務づけられています。丸亀市でももちろん作成していて、内容はかなりものすごく細かく、すごい分量になります。資料のとおりで、危機管理については、各自治体では、細かな、とても細かです本当に、とても細かな対応策が定められています。

自治体のＢＣＰも含めて、実際に災害、或いは危機が起こったときの対応が、かなり細かく決められていて、安心しました。

であれば、これら計画の上位概念である、自治基本条例に資料にあるような計画を作るべきという文言、また市民の心づもりなどの文言があるべきだと思いましたので、なおさら、危機管理の条項を入れるべきだと思いました。
安心・安全に暮らせるということは、住民福祉の一つの形態であると同時に、自治体の基本である住民の生命・健康・財産を守るという役割にも重なるところがあります。今の点に関しまして、ご意見ございましたらどうぞ。

私も総合計画だけ見ていて、防災と危機管理体制の強化のことは、書かれていますが、この内容だけでは、危機管理に対して少し弱いのではと思っていましたが、この資料で、体制、被災後も含めていろんな対策とかすべて網羅されているし、防災だけでなく、感染症までいろんなことが決められているということで安心をしました。

そういう中で、自治基本条例の中に危機管理の条文を具体的に入れる必要があるかと言えば、計画などにゆだねたほうがいいのではないかと思います。もし、入れるとなれば、章立てにするのか、どこか関連のところに1文だけ起こすか、でもそうなれば、時間をかけて研究しなければ、難しいのではないかと思います。

高松は、危機管理は章立てではなく、条文のみ入っています。熊本の場合には災害が起きた後に改正しています。熊本のような政令都市は、いろいろ目指しているから他の箇所での条文の有無を、相当研究しています。
だから危機管理体制、体制だけではない、他の法令との関連もありますので、ここまで作り込むことになると、諮問を受けて、自治推進委員会で答申する流れになれば、時間を要すると思います。ですので、課題にしておくのがいいと考えます。自治基本条例に、危機管理条項を入れるか入れないか。入れている他の自治体もありますので、他自治体の内容等を調べて考えたほうがいいと思いますね。早急に結論を出すのは、いかがなものか、というご意見より、宿題みたいになりますが、ご検討いただいて次回にご意見をまとめるということでいかがでしょうか。

これまでのご議論の中で、ご意見がいろいろ出ていますが、自治基本条例の中に条文を入れることで、より取組が進むのかということを念頭に、個別法の中の規定に基づいて、計画や取組が進んでいます。例えば協働については、条項などがない中で条項を組み込んでいますので、お含みをいただきまして、頭の片隅にでも覚えていただいて、その点も踏まえてのご議論をお願いしたいです。自治基本条例に条文がなければこのような計画が進めないのかっていうことを念頭にご検討いただけたらと思います。
逐条解説の修正等はまだ簡単に済むのですが、条例の改正ということになりますと、かなり厳重な手続きをとらないといけないです。そうすると、それに見合うような必要性があるかということもあります。例えば法律が変わったので、それに対応する条例のこの条文を変えないといけないというのは、完全に改正です。改正の議論を待つまでもなく、その時点で改正しないといけない。2番目に、改正の必要性が高いのは、この条文が今こうであるから、丸亀市の自治が推進しないとか、自治の推進の停滞が起こっているなど、文言が原因になっている場合。その時は、変えないといけない。改正の判断規準としては、重要性と緊急性の2つが高いのかどうか。
おそらく危機管理に関しては、現時点でも様々な取組をして、法律に基づく計画など様々なものが、作られています。新たに危機管理の条項を入れたら、丸亀市の危機管理が特段に良くなるかと言えば、現状とあまり変わらない可能性もあります。確かに基本的な理念として入れといた方がいいというご意見は、最近の自然災害を考えるとごもっともです。総合計画段階での議論でよいのか或いは条例に危機管理を入れるべきなのかどうかを、次回、ご意見を伺えればと思います。

危機管理の条を入れることは、私は非常に重要で、喫緊の課題と思っています。南海トラフは、20年以内に発生確率70％でしたかね。間違いなく来る予測は立っているわけです。南海トラフ地震の発生は、想定すべきだと思います。条例に危機管理項目を入れることで、丸亀市民に非常に大きなアピールになりますし、すでに計画などでかなり準備されていて、現状への効果はあまりないかもしれませんが、備えもさらに進んでいくと思います。

私は、条例を変えないように皆さんを誘導するつもりは全然ありません。各自で検討して、次回、この部分に関してはご意見を頂戴し、議論しようと思っています。
次に、保留していたコミュニティの話をしたいと思います。
事務局にお尋ねしますが、今私たちが行っている議論は、諮問答申ですか。

諮問答申ではなく、本会議で条例の見直しの検証し、委員会の案として提案をするという流れです。条例改正となれば、市長からの諮問を受けて再度、その条例について検討することになります。今回は、条文の策定として梶谷委員からご意見をいただいていますが、今日の会議の中で、条文まで決めるのは難しいと思います。

ただ、会議の中で、危機管理についての条文を定めたほうがいいなどのご議論は、皆様にお願いしないといけない。ただ、多数決という意見ではなく、一人ひとりのご意見を伺いながら、条文が必要かどうかすべて検証するというのは時間的に非常に難しいと思います。南海トラフの地震や災害が起きる可能性が高まっている中で、危機管理を載せ込むことの是非などご検証いただき、条文についてとなれば、またご提案いただいて、本委員会で検討していただく流れとなります。
本委員会のアウトプットは、なにですか。
本委員会の意見として、条文改正が必要である意見がでたことを市長宛の報告書として提出します。答申ではありません。報告書で提出します。条例の見直しについて、第33条の規定により、皆様に条文と逐条解説の検証作業をしていただいています。
第1弾として、委員会の中の意見を報告書としてまとめる。それが皆様方の役割です。
出たご意見は全部、明記します。過半数を超えれば、この委員会の意見として、条例の改正が必要であると結論することになります。その改正案を議会に提出するかどうかは、最終的には市長の判断になる、そういう流れになるかと思います。もちろん条例の改正ですから、パブリックコメントや他の手続きをきちんと踏む必要があります。最終的には、議会で可決成立されるというのが大体の流れです。アウトプットは何かと聞かれると委員会の結論は、報告書の提出です。諮問を受けていないので、答申はできません。諮問するかどうかは市長が判断します。改正するかどうかは市長の判断になりますが、市長だけでなく他の関係委員会などのご意見も必要になります。

もう1つ大きな課題で、コミュニティに関することです。条文で言うと第5章12条について、変更する必要があるかないかについては、ないということでまとまりましたが、コミュニティ活動というのは、自治基本条例の運用、或いは住民自治の基本構造の中に組み込まれていて、コミュニティ自体がこの自治基本条例で作られております。コミュニティと自治会との関係について、また両者がどういう連携がとられているかなど非常に昔から議論されています。少しでも12条関係の理解を深める上で、せっかくですね自治推進の委員会ですから、皆さんのご意見を伺いたいと思います。必要であれば、報告書に審議の過程でご意見が出たことを掲載します。
自治基本条例に関連する条例を確認したところ、コミュニティセンター条例というのがあります。これは、設置条例なので中身はありません。
協働推進条例は、自治基本条例の後に作られていて、コミュニティの取り組む姿勢、組織の取組姿勢は書かれていますが、市民の参画については、1条もありません。

合併により行政区域が非常に拡大しているので、地域の細かいところは、地域自治によらなければ、防災や福祉や学校支援など、それから環境対策等への市民の参画は絶対に必要です。

一人ひとりが幸せに生活できるような地域生活課題と、そこに向かっていかなければならない地域共生社会が求められているところであります。

こういうことをずっと掲げてきましたが、地域活動は、核家族化の進展や地域の繋がりが希薄になるなど、個人の参加にしても活動する人が非常に少なくなっています。高齢者が担い手として、活動する組織はありますが、若手の部員の確保はできない状況です。
何か法で、コミュニティ協議会の根底である市民の参画の明示がなければ、コミュニティの推進はないでしょう。以上の理由から、地域自治の原点をしっかりと見つめ、地域課題や地域生活課題に真剣に取り組めるような裏付けが必要だと考えます。例えば、コミュニティの活性化推進条例的なものを裏付けとして、作成してほしい。行政もきちっとした条例がなければ、指導ができないと思いますね。一本釣りでいかなければならないのではなく、市民の参画を得るような、具体的な条例が絶対必要だと今、ひしと感じております。これは行政側から提案して欲しい、こういうお願いです。

経過から言うと、まずは自治会しかなかった。自治会というのは、人と人の繋がり、

地縁団体のようなもの。自治会の位置付けは、公的には任意団体です。ですから、丸亀市が、自治会に関する条例みたいなものを表立っては作りづらいところがあります。任意団体なので、自治会の加入率は、だんだん減少してきています。加入したところで、あまりメリットがないなど、いろいろなご意見があり、加入率が低下しています。そこで、自治基本条例を作るときにコミュニティという受け皿を作ったほうがいいということで、コミュニティが出てきました。丸亀市全域を面で小学校区で区分けして、そこに属している方をコミュニティの中に取り込むのがいいということになりました。コミュニティは自治基本条例にある通り、公的な団体になります。コミュニティ協議会などですね。自治会とコミュニティとの違いは、任意団体なのか公的団体なのかというのが1つ、コミュニティを作るときに、0ベースから作るのは少し無理があり、これまで自治会が行ってきた活動などをベースにして、コミュニティを作ったというのが多かったと思います。自治会抜きではコミュニティは、作れなかった。
という関係がありまして。特に自治会に関しては、加入率の低下をどうすべきか。という話もコミュニティがあればいいではないかというと本当にコミュニティが住民自治にとってきちんと機能しているか、やっぱりコミュニティを動かす人材不足というところですね。コミュニティ、それから自治会をどう考えていくか。皆さんから自分が所属のコミュニティの状況などの情報があるかもしれません。宿題として、次回までにコミュニティ、自治会も含めてどう考えていくべきか考えてきていただきたい。
自治会の低迷については、もう10何年もずっと議論して、結論は出ません。自治会まで話をしだしたら、終わらない。加入率などの話ではなく、コミュニティをどういうふうにしていくか、いかに自治会をうまく活用しながら、コミュニティの運営をしていくかが本旨です。

自治会に関しての議論は、確かに収拾がつかなくなるかもしれませんので、コミュニティを今後どうしていくか、現在コミュニティが抱えている問題などをお考えいただければと思います。

第1回目の会のときに、検証スケジュールとして予定表をお渡ししました。スケジュールどおりであれば、今回の第3回会議の内容を踏まえて、次の第4回で報告書（案）について、皆さんに確認いただくということになっておりましたが、議論が完了していませんので、次回に危機管理の関係、それから条例から離れたところになりますが、地域自治関係でコミュニティのご議論いただくのが前半、残りで報告書を進めさせていただけたらと考えております。11月ぐらいを目途に予定しておいていただければと思います。

ご議論のあとに、報告書という流れになりますが、作成できたものをその場ですぐに見ていただくのは、難しいかもしれないので、後で郵送やメールなど書面でご確認いただくようになると思います。当初スケジュールから時期がずれ込む恐れがあるということで、ご了承いただければと思います。

本日の会議はこれで終了いたします。

皆さまお疲れ様でございました。
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